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事実の概要

　本件は、Ｘと特許クロスライセンス契約（以下、
「本件 CL 契約」とする）を締結していたＹが、Ｘ
に対し既払ロイヤルティの返還を求めて仲裁手続
を申し立てたところ、仲裁廷がＹの申立ての主要
部分を認める旨の仲裁判断（以下、「本件仲裁判断」
とする）をしたので、Ｘが、仲裁法 44 条 1 項 4 号、
5 号、6 号、8 号所定の取消事由があると主張して、
本件仲裁判断の取消しを求めた事案である。
　本件 CL 契約では、本件 CL 契約に関する紛争
は日本商事仲裁協会（以下、「JCAA」とする）の商
事仲裁規則（以下、「JCAA 規則」とする）に従って、
東京都で仲裁により解決する旨の仲裁合意が付さ
れていた。また、Ｘの特許を使用する他の第三
者（Ｙの最大の競合先であるＡ）と比べてＹが不利
にならないように、Ｘが第三者との間で裁判に従
事しなければならないこと（以下、「裁判従事条件」
とする）、従事しなかった場合には、Ｙはロイヤ
ルティを支払う義務を免れること、及び、第三者
とＹとの有利不利を比較する手法等が定められて
いた。
　原審（東京地決平 30・3・28 金判 1551 号 24 頁）は、
本件仲裁判断が、裁判従事条件が履行されたかど
うかの判断にあたり、同契約の「ＹがＡに関し、
重大に不利ではないことを確保するため」という
文言について判断していないことは、民訴法 338
条 1 項 9 号の場合に相当し、仲裁法 44 条 1 項 8
号の取消事由が認められるとして、本件仲裁判断
の取消しを認めた。
　これに対し、Ｙが抗告。抗告審においてＸから、

本件仲裁申立てにおいてＹは債務不履行に基づく
損害賠償を請求していたにもかかわらず、本件仲
裁判断が不当利得を理由として既払ロイヤルティ
の返金を命じた点は処分権主義違反であって、仲
裁法 44 条 1 項 4 号、5 号、6 号、8 号違反がある、
との主張がなされた。

決定の要旨

　原決定取消し、仲裁判断取消申立て却下。

　１　仲裁判断の取消事件における審理・判断の
　　　方法について
　「仲裁手続の法令違反があったかどうかの判断
基準は、日本の民事訴訟法ではなく、仲裁法及
び同法 26 条の当事者が合意により定める手続準
則（本件においては JCAA 規則）である。仲裁手
続が仲裁地の民事訴訟法に違反していることは、
それだけでは仲裁手続の法令違反（仲裁法 44 条
1 項 6 号）には当たらない。民事訴訟法は、仲裁
廷が行う仲裁手続には、適用も準用もされないか
らである。」
　わが国の仲裁法は、仲裁廷が行う手続には民事
訴訟に関する法令の規定を準用するという規定
を置かないという方針に従って成立した（仲裁法
10 条参照）のであるから、「わが国の民事訴訟実
務における旧訴訟物理論や弁論主義……に違反す
る仲裁手続や仲裁判断があったとしても、そのこ
とを理由として仲裁判断を取り消すことはできな
い。」
　仲裁法 44 条 1 項 4 号・5 号の解釈基準は、民



2 新・判例解説Watch2

新・判例解説 Watch ◆ 民事訴訟法 No.104

事紛争解決手続において守るべき基本原則の国際
標準が基準となり、現時点においては、同法 25
条の規定が実質的に保障されていたかどうかが基
準となる。実質的に保障されていたかどうかの判
断は、法律家の英知と良識に委ねられている。
　「例えば、申立ての範囲を超えるかどうかの判
断は、わが国の民事訴訟法における旧訴訟物理論
のような細かい議論で決まるのではなく、紛争の
経済的実態と当事者の主張から画される合理的な
枠を超えていないか、不意打ちになっていないか
どうかによって画される。」

　２　Ｘによる処分権主義違反の主張について
　上記Ｘの主張は、「日本の民事訴訟手続におけ
るいわゆる旧訴訟物理論を前提とするものであ
る」。「しかしながら、仲裁廷が行う仲裁手続には、
民事訴訟法や旧訴訟物理論は適用されない。仲裁
法 44 条 1 項 5 号に規定する『申立ての範囲』は、
申立てを基礎付ける請求の法律構成の観点から
は、仲裁申立〔原文ママ〕において主張された経
済的社会的な紛争の事実から合理的に予測される
範囲内の法律構成によるものであれば足りる。本
件においては、2011 年（平成 23 年）分までの既
払ロイヤルティの返還義務の有無が経済的社会的
紛争の主要な内容である。返還義務を根拠づける
法律構成が日本法の債務不履行による損害賠償で
あろうが、不当利得であろうが、いずれも経済的
社会的紛争の内容から容易に導き出せるものであ
るから、仲裁法 44 条 1 項 5 号に規定する『申立
ての範囲』を超えるものではない。」（強調、筆者。）

　３　原決定について
　原決定は、本件仲裁判断が、「ＹがＡに関し、
重大に不利ではないことを確保するため」につ
いて判断していないことが、民訴法 338 条 1 項 9
号に該当し、公序違反（仲裁法 44 条 1 項 8 号）と
して仲裁判断の取消事由になるというが、「仲裁
廷の行う仲裁手続に日本の民事訴訟法を適用する
ことは、誤りである」。

判例の解説

　一　本決定の意義
　本件では、Ｘから、本件仲裁判断は「申立ての
範囲」（仲裁 44 条 1 項 5 号）を超えるものである

と主張されたことや、原決定が、本件仲裁判断は
民訴法 338 条 1 項 9 号に該当し、公序違反（仲裁
44 条 1 項 8 号）として取消事由が認められると判
断したこと等から、仲裁手続に民訴法（及び民事
訴訟手続における諸原則）が適用されるかが問題と
なった。
　本決定は、上記取消事由の有無を判断する前提
として、仲裁手続には民訴法の適用及び準用はな
いことを確認した点、さらに、仲裁手続における

「申立ての範囲」の判断にあたっては、民事訴訟
手続のように民訴法ないし旧訴訟物理論を用いる
べきではないとした上で、具体的な判断基準を示
した点で意義を有する。
　なお、本件仲裁判断には反対意見が付されてい
たことから、仲裁判断において反対意見を記載す
ることが取消事由に該当するかも問題となってお
り、本決定は、反対意見を記載するかどうかは仲
裁廷の裁量に委ねられているとして取消事由を認
めなかった。
　以下、本評釈では、民事訴訟手続との関係を中
心に検討を行う。

　二　民事訴訟法の規律と仲裁手続
　仲裁は当事者自治による紛争解決制度であるか
ら、手続準則についても第一次的には当事者の合
意によって定めるのが妥当であると考えられるた
め１）、仲裁廷が従うべき仲裁手続の準則は、当事
者が合意により定めることができるのが原則であ
る（仲裁 26 条 1 項）。本件では、JCAA 規則に従う
旨の仲裁合意がなされているため、本件仲裁手続
には同規則が適用されることになる。また、仲裁
法 10 条は民訴法の規定を準用しているが、同条
はあくまで「裁判所が行う手続」のみを対象とす
る規定であり、民訴法が定める手続規定は、一般
には、仲裁廷の仲裁手続には適用されない。むし
ろ、裁判所における訴訟手続につき定められた厳
格な規定の遵守から解放される点に、仲裁手続の
特徴が存する２）とされる。本決定は、このよう
な仲裁法 26 条及び 10 条の規定を根拠に、仲裁
廷による仲裁手続への民訴法の適用を否定した。
　他方学説上は、仲裁手続も、仲裁判断の成立と
いう一個の目的のために連鎖的になされる行為の
総体という実質を有する点では訴訟手続と共通す
る性質を有することや、仲裁判断には確定判決と
同一の効力が与えられている（仲裁 45 条 1 項）こ
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とから、旧法（旧民訴法第 8 編及び公示催告仲裁法）
下では、民事の裁判手続一般に通ずる普遍的法則
を表現していると考えられる限り、民訴法の規定
を仲裁手続にも類推適用する余地があるとする見
解３）も散見されたところである。現行仲裁法は、
このような普遍的法則としての当事者の基本的手
続権として、仲裁手続において当事者を平等に取
り扱うこと、及び、事案について説明する十分な
機会を当事者に付与することを規定している（仲
裁 25 条）４）。
　しかし、仲裁手続の準則は当事者の合意により
定められるのが原則であり、仲裁法は民訴法とは
異なる手続規律を採用するものであって、裁判所
の関与は仲裁手続を支援するための後見的なもの

（仲裁 35 条、44 条以下等参照）にとどまる５）こと
からすると、仲裁廷による仲裁手続について、明
文のあるもの以外に民訴法の手続に関する規定を
適用又は類推適用すべきではなく、この点につい
ての本決定の判断は妥当なものといえよう。

　三　仲裁判断が「申立ての範囲」を超えるか否か
　本決定は、「申立ての範囲」を、当事者が解決
を求める紛争の実態と当事者の主張とから合理的
に把握できる「枠」と解しており、（具体的な法
律構成を前提とした請求と捉えない点で）「申立ての
範囲」を広く捉える立場である。
　仲裁法は、申立人に対し、「申立ての趣旨、申
立ての根拠となる事実及び紛争の要点」を陳述す
ることを求めているところ（仲裁 31 条 1 項）、こ
れは、審理の対象や範囲、争点を明確にさせ、ま
た、仲裁申立人の相手方の反論の準備を可能にさ
せることを趣旨とするものである６）。ここでの「申
立ての趣旨」は、民事訴訟の請求の趣旨に対応す
るものである７）とされるが、仲裁手続においては、
手続の開始にあたって請求の特定が厳格には要求
されていない（仲裁 29 条 1 項参照）ことや、仲裁
の持つ手続的特性である柔軟性に鑑み、「申立て
の趣旨」による拘束は訴訟における処分権主義ほ
ど厳格に解すべきではなく、当事者の仲裁申立て
の範囲は、仲裁手続の経過や審理の実情をみて弾
力的に把握するのが合理的であるとされる８）。ま
た、本件で手続準則として適用される JCAA 規則
は、「請求の趣旨」「紛争の概要」及び「請求を根
拠づける理由」を仲裁申立書に記載することを要
求している（JCAA 規則〔2019 年 1 月 1 日改正後の

もの、以下同じ。〕14 条 1 項 5～7 号）。民訴法 133
条 2 項と同じく「請求の趣旨」の記載を要求し
ていることから、この規定は、民事訴訟と同程度
の請求の趣旨及び原因の記載を求めるものであ
り、その結果、請求の趣旨と請求を根拠づける理
由により明らかになる具体的な法律構成までもが

「申立ての範囲」に含まれ、仲裁廷はその法律構
成に拘束されるという趣旨にも読める。しかしこ
の規定は、仲裁申立書の段階から紛争の全体像を
明らかにすることで、早期に争点を把握し、審理
計画を立てやすくする（JCAA 規則 43 条、46 条参照）
ことを趣旨とするものであり９）、申立書に記載さ
れた、申立人による具体的な法律構成に、仲裁廷
が厳格に拘束されることまで認めるものではない
であろう。
　仲裁法が、仲裁判断が「申立ての範囲」を超え
てなされたことを取消事由としていることから、
仲裁手続にも処分権主義が妥当するものと思われ
るが、上記のような、仲裁法及び JCAA 規則の規
律や、当事者が厳格な民事訴訟手続によらず仲裁
手続を用いることを合意していることからする
と、仲裁手続においては、仲裁法 25 条の平等取
扱い・説明の機会の付与（主張立証の機会の付与）
が保障されているといえる限り、申立拘束の対象
となる「申立ての範囲」を緩やかに解することも
認められるであろう。申立人が特定の紛争の解決
を求め、その紛争の枠が、相手方に防御の機会を
与えられている（仲裁 45 条 1 項 4 号）と評価でき
る程度に特定されているのであれば、仲裁廷がそ
の紛争の枠内で合理的に推測し得る法律構成を採
用したとしても、申立人にも相手方にも不意打ち
とはならないと思われ、法律構成の観点での拘束
を要求しない本決定の立場には賛成できる。

　四　「申立ての範囲」と「確定判決と同一の効力」
　　　の関係
　私設の裁判である仲裁判断に「確定判決と同一
の効力」が認められる理由は、仲裁判断の法的効
力を一切認めず、特定の給付を命じた仲裁判断に
基づく民事執行も一切認めないというのでは、当
事者の意思を尊重して、自律的な紛争解決方法と
しての仲裁を法が認めた意義が失われることにな
るため、仲裁判断に法的な効力及び民事執行を許
すための基礎を認めることにある 10）。もっとも、
仲裁判断の「確定判決と同一の効力」には既判力
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も含まれると解するのが一般的であり 11）、その
客観的範囲については、「主文に包含するものに
限り」（民訴 114 条 1 項）生じるのが原則であると
されている 12）。
　債務名義となり得る仲裁判断は、強制執行に親
しむ特定の給付を命じた仲裁判断であることが原
則として必要であり 13）、したがって執行力につ
いて、仲裁判断上の給付請求権の内容は、旧訴訟
物理論によって判断されるものではない。「申立
ての範囲」の判断において旧訴訟物理論の解釈を
用いることを否定する本決定の立場からは、仲裁
判断の既判力の範囲についても、旧訴訟物理論に
より判断する解釈を排斥することになろう。すな
わち、本決定の立場を前提とすれば、申立人が設
定した経済的社会的紛争の「枠」についての判断

（本件であれば、法律構成が複数あり得ても、申し立
てられたのはそうした法律構成のいずれをも包含し
た「既払ロイヤルティの返還義務」という範囲）に
ついて、既判力を認めることになると思われる。
　民事訴訟手続において既判力が認められる根拠
は、当事者が、前訴において特定の権利関係に関
して裁判資料提出の機会を与えられ、その結果と
して一定の判断が確定した以上、後訴においても
その判断の拘束力によって裁判資料提出の機会が
制限されてもやむを得ないことに求められる 14）

ため、具体的な拘束力の範囲は、実際に当事者が
訴えによって申し立てて、かつ裁判提出資料の機
会を与えられた範囲に限られることになり、ここ
では判例実務上、旧訴訟物理論が基準となる。他
方で、仲裁判断については、その拘束力の根拠は、
当事者による有効な仲裁合意が存在することが前
提とされる点で民事訴訟手続とは異なるものの、
当事者に主張立証の機会が与えられ、当事者がそ
の機会を利用し得た結果、公平な立場から判断が
なされたことにも求められる 15）。このような仲
裁判断の拘束力の根拠から仲裁判断の既判力の範
囲を考えると、「申立ての範囲」について当事者
が現実に主張立証の機会を与えられたと考えられ
る範囲で（つまり、仲裁判断が対象とする経済的社
会的紛争の事実について、当事者がその紛争に関し
て主張立証をすることができたであろう法律構成を
含む、権利関係の存否について）、既判力（再度の不
可争性）が生じていると解することになろう。
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